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現在の生活時間問題の根本は、仕事と生活が分裂していることに起点がある。今日では、この

ことを前提として、生活時間の国際比較を行うさいには、ワーク・ライフ・バランスが最も重要

な課題となる。かつて連合総研では 2回の生活時間 5カ国調査を実施したが、今回の国際比較調

査における対象国は、日本のほか、アメリカ、フランス、韓国である。この 4カ国を選択した理

由は、アメリカは近年日本よりも労働時間が短くなっている、フランスは子育てと仕事の両立が

進んでいるとされている、韓国は日本以上に長時間労働が行われているという点にある。また今

回の調査では、ジェンダーの視点を重視し、男女のカップルを対象とした。 

 調査が明らかにした日本の特徴の一つは、実労働時間に通勤時間、「待機時間」（始業前や終業

後に勤務先で過ごしている時間）、勤務先での休憩時間を加えた時間が長いことである。これに、

「男性稼ぎ主」型の社会システムが加わって、夫の家事時間などが少なくなるが、フルタイムで

働く妻には二重の負担になる。このような点をみると、日本社会は「ゆとりがない」だけでなく、

「非効率」なライフスタイルになっている。 

 このような状況から脱却すること、すなわち企業中心社会＋男性稼ぎ主型社会からの脱却をす

るために、①労働時間の短縮、②「待機時間」のない職場環境と良質な就労環境の構築、③女性

のフルタイム就業率の増加（パートタイムの減少）、④家事・育児負担の平等度を高める、⑤地

域における人的ネットワークの構築、が重要である。 
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